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日系小売企業の海外戦略
－ 台湾市場を事例として

西島 博樹＊

�．はじめに
いち

地場系百貨店と中小小売店（業種店、小売市
ば

場、屋台・露天商）が棲み分け状態にあった台

湾小売市場は、１９８０年代の小売外資規制緩和に

より劇的な変革に直面した。多くの欧米系小売

企業や日系小売企業が台湾市場へ参入してきた

のである。

欧米系小売企業は、カルフールを代表とする

ハイパーマーケットやコストコを代表とする

キャッシュ・アンド・キャリーなど、主として

低価格販売を売り物とした小売業態で参入して

きた。日系小売企業は、スーパーマーケット、

百貨店、コンビニエンス・ストアなど、複数の

小売業態で参入を果たしている。

近代的小売業態の登場により、台湾小売市場

は熾烈な競争時代に突入した。現在の台湾小売

市場は、百貨店、スーパーマーケット、コンビ

ニエンス・ストア、量販店という４つの小売業

態において寡占体制が形成され、各業態の上位

は小売外資と密接な関係にある企業で占められ

ている。そのなかでも、日系百貨店は台湾の消

費者にとってステイタスの象徴となっており、

台湾市場において不動の地位を確保するに至っ

ている。

本稿の目的は、台湾の小売構造特性を考察す

るとともに、日系小売企業の経営戦略を分析

し、その競争優位性の源泉を探っていくことで

ある。

�．台湾小売業の概況

１．小売売上高の推移

台湾小売業は堅調に推移している。経済部公

表の統計年報によると、台湾小売売上高は、２０００

年に約２．５兆元、２００４年に約２．９兆元、２００８年に

約３．２兆元、２０１１年に約３．７兆元となっており、

この１２年間で約１．５倍に増加している。また、

前年比伸び率をみると、２００１年と２００８年に若干

のマイナス成長を記録しているものの、その他

はすべてプラス成長であり、直近２年間である

２０１０年と２０１１年は約６．５％という高い伸び率を

示している（表１参照）。

大規模小売業に目を向けてみよう。台湾の大

規模小売業は、「総合商品小売業」として分類

されているが、それはさらに、�百貨店、�スー

パーマーケット（SM）、�コンビニエンス・ス

トア（CVS）、�量販店、�その他の総合商品

小売業、という５つの業態に区分されている。

大規模小売業全体の売上高動向をみると、

２０００年に約５．７千億元、２００４年に約７．０千億元、

２００８年に約８．４千億元、２０１１年に約９．８千億元と

＊長崎県立大学経済学部教授

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第４号（２０１２．３）

－１２９－



表
１
台
湾
に
お
け
る
小
売
売
上
高
推
移

（
単
位
：
百
万
元
、
％
）

２０
００
年

２０
０１
年

２０
０２
年

２０
０３
年

２０
０４
年

２０
０５
年

２０
０６
年

２０
０７
年

２０
０８
年

２０
０９
年

２０
１０
年

２０
１１
年

小
売
業

合
計

売
上
高
２
，５
１５
，２
０２
２
，４
６５
，０
６９
２
，５
９２
，０
５０
２
，７
１２
，５
７８
２
，９
３７
，５
０５
３
，１
０８
，１
２５
３
，１
６４
，２
４７
３
，２
６２
，９
０２
３
，２
３０
，２
０１
３
，２
８１
，５
３７
３
，４
９７
，０
３７
３
，７
２３
，３
１６

前
年
比

５
．５
５

△
１
．９
９

５
．１
５

４
．６
５

８
．２
９

５
．８
１

１
．８
１

３
．１
２

△
１
．０
０

１
．５
９

６
．５
７

６
．４
７

大 規 模 小 売 業

百 貨 店

売
上
高

１４
８
，８
３４

１５
４
，７
４６

１７
２
，４
１１

１７
５
，４
７４

１９
８
，０
１５

２０
８
，２
０１

２０
６
，４
４６

２２
５
，１
５６

２２
４
，７
８４

２３
１
，９
２４

２５
１
，１
１３

２７
０
，１
８６

前
年
比

８
．６
９

３
．９
７

１１
．４
２

１
．７
８

１２
．８
５

５
．１
４

△
０
．８
４

９
．０
６

△
０
．１
７

３
．１
８

８
．２
７

７
．６
０

シ
ェ
ア

２６
．１

２６
．１

２７
．７

２７
．０

２８
．４

２９
．０

２７
．９

２７
．５

２６
．９

２７
．１

２７
．４

２７
．６

Ｓ Ｍ

売
上
高

７４
，４
５７

７６
，９
８３

７５
，８
５７

７９
，８
４２

８５
，１
３３

８６
，８
４２

８８
，５
１７

１１
０
，９
０２

１２
１
，２
０１

１２
６
，６
６５

１３
３
，３
４５

１４
３
，０
８７

前
年
比

△
０
．０
２

３
．３
９

△
１
．４
６

５
．２
５

６
．６
３

２
．０
１

１
．９
３

２５
．２
９

９
．２
９

４
．５
１

５
．２
７

７
．３
１

シ
ェ
ア

１３
．１

１３
．０

１２
．２

１２
．３

１２
．２

１２
．１

１２
．０

１３
．６

１４
．５

１４
．８

１４
．５

１４
．６

Ｃ Ｖ Ｓ

売
上
高

１１
５
，１
１３

１２
８
，０
９２

１４
１
，７
７８

１５
３
，８
０２

１６
３
，７
６８

１７
８
，３
１２

１９
４
，０
９５

２０
９
，６
５３

２１
１
，９
９４

２１
２
，０
６６

２３
０
，４
５６

２４
５
，９
８５

前
年
比

９
．２
７

１１
．２
７

１０
．６
９

８
．４
８

６
．４
８

８
．８
８

８
．８
５

８
．０
２

１
．１
２

０
．０
３

８
．６
７

６
．７
４

シ
ェ
ア

２０
．２

２１
．６

２２
．８

２３
．６

２３
．５

２４
．８

２６
．３

２５
．６

２５
．３

２４
．８

２５
．１

２５
．１

量 販 店

売
上
高

１２
９
，１
２４

１３
６
，６
７１

１４
１
，６
８０

１４
３
，０
４０

１３
９
，６
９８

１３
９
，８
８３

１４
２
，１
０４

１３
７
，２
９３

１４
５
，４
２９

１４
８
，０
９２

１５
６
，８
１６

１６
７
，１
３８

前
年
比

１６
．９
３

５
．８
５

３
．６
６

０
．９
６

△
２
．３
４

０
．１
３

１
．５
９

△
３
．３
９

５
．９
３

１
．８
３

５
．８
９

６
．５
８

シ
ェ
ア

２２
．７

２３
．１

２２
．７

２２
．０

２０
．０

１９
．５

１９
．２

１６
．８

１７
．４

１７
．３

１７
．１

１７
．１

そ の 他

売
上
高

１０
２
，０
４３

９６
，２
９０

９１
，１
０６

９８
，７
８４

１１
０
，２
５８

１０
４
，４
６９

１０
７
，８
１１

１３
４
，６
４４

１３
３
，４
３０

１３
７
，２
７８

１４
５
，２
４７

１５
２
，２
４９

前
年
比

６
．２
４

△
５
．６
４

△
５
．３
８

８
．４
３

１１
．６
２

△
５
．２
５

３
．２
０

２４
．８
９

△
０
．９
０

２
．８
８

５
．８
０

４
．８
２

シ
ェ
ア

１７
．９

１６
．２

１４
．６

１５
．２

１５
．８

１４
．６

１４
．６

１６
．５

１５
．９

１６
．０

１５
．８

１５
．６

合 計

売
上
高

５６
９
，５
７１

５９
２
，７
８１

６２
２
，８
３３

６５
０
，９
４０

６９
６
，８
７３

７１
７
，７
０８

７３
８
，９
７４

８１
７
，６
４８

８３
６
，８
３８

８５
６
，０
２５

９１
６
，９
７７

９７
８
，６
４５

前
年
比

８
．８
６

４
．０
８

５
．０
７

４
．５
１

７
．０
６

２
．９
９

２
．９
６

１０
．６
５

２
．３
５

２
．２
９

７
．１
２

６
．７
３

シ
ェ
ア

２２
．６

２４
．０

２４
．０

２４
．０

２３
．７

２３
．１

２３
．４

２５
．１

２５
．９

２６
．１

２６
．２

２６
．３

出
所
：
中
華
民
国
経
済
部
統
計
處
編
『
批
發
零
售
及
餐
飲
業
動
態
調
�
』
各
年
版
、
２０
０７
年
デ
ー
タ
以
降
は
同
経
済
部

H
P
に
よ
り
筆
者
作
成

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第４号（２０１２．３）

－１３０－



なっており、この１２年間に約１．７倍に増加し、

小売全体の増加率（約１．５倍）を上回っている。

前年比伸び率をみると、一貫してプラス成長を

維持しており、直近２年間（２０１０年、２０１１年）

においても約７％という高い成長率を示してい

る。小売売上高全体に占める大規模小売業の

シェアは、２０００年に２２．６％だったのが、２０１１年

では２６．３％となっている（表１参照）。

２．小売業態別動向

� 百貨店

台湾の百貨店は大きく３つのタイプに分類さ

れる。第１のタイプは、日系百貨店と台湾企業

との合弁により誕生した百貨店である。このタ

イプの百貨店は、日本で培った百貨店の経営理

念と経営技術がほぼそのまま台湾へ移転され、

いまや台湾百貨店を代表する一大勢力となって

いる。新光三越、太平洋 SOGO、大葉高島屋、

漢神百貨などがこのタイプに属する。第２のタ

イプは、台湾地場百貨店と外資系百貨店との技

術提携という形をとった百貨店である。このタ

イプには、日系百貨店と提携した中興、明曜、

統領、香港系百貨店と提携した先施などがあ

る。第３のタイプは、台湾の地場系百貨店であ

る。このタイプには、遠東百貨、大亜百貨など

がある。ただし、遠東百貨は、２００２年１１月に太

平洋 SOGOを傘下に納めており、事実上第１

のタイプに属することとなった。

台湾の百貨店は、大規模小売業（４つの小売

業態）の中で占有率（シェア）が最も高く、２０００

年以降をみると一貫して２７％程度のシェアを維

持している。売上高の前年比伸び率をみると、

２００６年と２００８年の２ヶ年で前年比マイナスと

なっているが、それ以外は比較的高い伸び率を

示しており、直近の２０１０年と２０１１年では７～

８％という高い成長率である。日本国内の百貨

店が苦戦しているのとは対照的に、台湾では依

然として百貨店に対する消費者の支持が根強く

存在していることがわかる（表１参照）。

表２は２０１０年度台湾百貨店ランキングであ

る。近年における台湾百貨店は、同質化傾向に

あるとともに、ショッピングセンターなど新興

の大型小売業態参入の影響を受けて価格競争が

激化している１）。また、表２にみられるように、

新光三越と遠東グループ（太平洋 SOGOと遠

東百貨）の上位３社による寡占状態となってい

表２ 台湾百貨店ランキング（２０１０年）（単位：億元、％、店）

順位 企業名 売上高 前年比 売上高シェア 店舗数

１ 新光三越 ７３５．００ １１．７０ ２９．２７ １８

２ 太平洋 SOGO ３８６．００ ９．３５ １５．３７ ８

３ 遠東百貨 ２４６．００ １０．３１ ９．８０ ９

（上位３社合計） （１３６７．００） （５４．４４）

４ 漢神百貨 ８１．００ ２．５３ ３．２３ １

５ 中友百貨 ８０．００ ９．７２ ３．１９ １

６ 大葉高島屋 ４８．００ △３．６９ １．９１ １

７ 統領百貨 ２０．１４ ６．０６ ０．８０ ２

（上位７社合計） （１５９６．１４） （６３．５６）

出所：流通快訊雑誌社『２０１１台湾地区大型店舗総覧』をもとに筆者作成
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る。この２大勢力（上位３社）で業界シェアの

約５４％を占めている。両グループは、店舗面積

の拡大、チェーン展開、合併などによって企業

規模を拡大させており、他の百貨店を規模の面

で大きく引き離している。

� スーパーマーケット

台湾のスーパーマーケット（以下、SM）は、

１９８０年代後半から９０年代前半にかけて台湾市場

へ進出した日本の中堅ローカルスーパーの経営

手法を取り入れて発展してきた２）。パック詰め

商法や売場レイアウト構成などの経営技術は、

当時の台湾 SM業界に大きな衝撃をもたらした

とされる。

台湾 SMは、総合商品小売業に属する４つの

小売業態の中でもっともシェアが低くなってい

る。１９９０年代にはシェアが１５％を超えていた時

期もあったが、２０００年以降は低下傾向が続いて

２００６年には１２％まで落ち込んだが、近年は

１４．５％程度まで持ち直している。売上高の前年

比伸び率をみると、ここ数年は比較的高い数値

を示している（表１参照）。

台湾 SMのシェアが伸び悩んでいる要因とし

て、価格要因と品質要因の２つの側面から説明

される。第１の価格要因は、台湾では伝統的小
いち ば

売市場と屋台・露天商に対する消費者の支持が

依然として根強いことである。すなわち、低価

格販売を売り物とするはずの SMが、伝統的小

売市場よりも価格優位性を訴えることができて

いないのである。第２の品質要因は、台湾では

近代的小売業態としての百貨店やハイパーマー

ケット（以下、HM）が急速に店舗網を広げて

いることである。すなわち、商品の品質・安全

性、店舗の信頼感・清潔感などの面において、

SMは百貨店や HMよりも劣位に置かれている

のである。

� コンビニエンス・ストア

台湾のコンビニエンス・ストア（以下、CVS）

は、２０００年以降、２００８年と２００９年の２年間を除

いて、７～１１％という高い成長率を維持してい

る。業態シェアをみると、２０００年に２０．２％だっ

たのが、近年は２５％程度までシェアを拡大させ

ており、小売業態トップである百貨店に迫る勢

いである（表１参照）。

表３は２０１０年度台湾 CVSランキングであ

る。台湾 CVSは、外資系と地場系の２つのタ

イプに分かれる。このうち、店舗数、売上高と

もに圧倒的に市場を席巻しているのは、外資系

CVSである。とくに、上位２社を占める統一

超商（セブンイレブン）と全家便利商店（ファ

ミリーマート）は、日本企業と密接な関係にあ

り、台湾市場でのプレゼンスはきわめて強大で

ある。台湾 CVS業界の発展は、日本式のコン

表３ 台湾コンビニエンス・ストアランキング（２０１０年） （単位：億元、％、店）

順位 企業名 売上高 前年比 売上高シェア 店舗数 店舗数シェア

１ 統一超商（セブンイレブン） １，７００．００ １４．６５ ７０．５７ ４，７５１ ４９．９７

２ 全家便利商店（ファミリーマート） ４２９．５３ ９．５６ １７．８３ ２，６４９ ２７．８６

３ �爾富国際（ハイライフ） １７８．００ １８．６７ ７．３９ １，２６６ １３．３２

（上位３社合計） （２，３０７．５３） （９５．７９） （８，６６６） （９１．１４）

４ OK便利商店 １０１．５４ △０．３４ ４．２１ ８４２ ８．８６

出所：表２に同じ
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ビニ経営の知識移転が大きく影響している。

台湾セブンイレブンの店舗数は４，７５１店（２０１１

年４月現在）、売上高は１，７００億元（２０１０年度）

であり、店舗数でみた業態内シェアは５０％、売

上高でみた業態内シェアは７０％を占める。台湾

セブンイレブンは、米セブンイレブンのエリア

フランチャイズ契約として出店しているが、情

報システム、物流システム、店舗運営システム、

商品開発システムなどにおいて、セブンイレブ

ン・ジャパンのノウハウを導入している３）。

台湾ファミリーマートは日本のファミリー

マートの合弁企業として出店し、店舗数は２，６４９

店（２０１１年４月現在）、売上高は４３０億元（２０１０

年度）であり、店舗数でみた業態内シェアは

２８％、売上高でみた業態内シェアは１８％であ

る。業界３位は、台湾地場企業の�爾富国際（ハ

イライフ）である。その店舗数は１，２６６店（２０１１

年４月現在）、売上高は１７８億元（２０１０年度）で

あり、店舗数でみた業態内シェアは１３％、売上

高でみた業態内シェアは７％となっている。こ

の上位３社で、店舗数でみた市場占有率９１％、

売上高でみた市場占有率９６％を占め、驚異的な

寡占体制が成立している。

� 量販店

台湾では、ハイパーマーケット（HM）およ

び会員制キャッシュ・アンド・キャリー・ホー

ルセラーなどが、量販店として統計上属してい

る。この業態は、大量仕入れを源泉とした低価

格販売、広大な駐車場、２万品目以上の総合的

な品揃えなどを特徴としている。台湾の量販店

は、カルフールとマクロが１９８９年１２月に台湾市

場へ参入を果たしたことを契機として急成長を

遂げることとなった。１９９０年後半には２０％を超

える売上高成長率を維持し、２００１年には小売業

態としてのシェアは２３．１％まで拡大して百貨店

の２６．１％に次ぐ規模となったが、これをピーク

としてシェアの低下傾向が続き、２０１１年には

１７．１％まで落ち込んでいる。売上高の前年比伸

び率をみると、２０００年には１７％という高い成長

率を示していたが、その翌年以降から急激に減

速している。この要因として、台湾における量

販店市場が飽和状態に達してしまったことが考

えられる（表１参照）。

表４は２０１０年度台湾量販店ランキングであ

る。台湾の量販店は、欧米企業と台湾企業との

合弁あるいは提携という形で誕生した量販店

と、純粋な台湾資本の量販店とに分かれる。前

者のタイプに属するのは家楽福、大潤発、愛買

吉安などであり、後者のタイプには萬家福、全

買などがある。この２つのタイプのうち、台湾

の量販店業界を牽引しているのは前者である。

業界１位の家楽福は、フランスのカルフール

と統一企業グループとの合弁により誕生した。

２０１０年売上高は６２０億元、店舗数６０店（２０１１年

４月現在）であり、売上高でみた業界シェア

表４ 台湾量販店ランキング（２０１０年） （単位：億元、％、店）

順位 企業名 売上高 前年比 売上高シェア 店舗数 店舗数シェア

１ 家楽福（カルフール） ６２０．００ ０．３２ ３９．５４ ６０ ４８．７８

２ 大潤発 ４００．００ △１．９６ ２５．５１ ２６ ２１．１４

３ 遠百企業（愛買吉安） １９０．００ ８．０８ １２．１２ １８ １４．６３

（上位３社合計） （１，２１０．００） （７７．１６） （１０４） （８４．５５）

出所：表２に同じ
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４０％、店舗数でみた業界シェア４９％を占め圧倒

的優位を誇っている。業界２位の大潤発は、フ

ランスのオーシャンと潤泰グループの合弁企業

であり、２０１０年売上高は４００億元、その業界シェ

アは２６％である。業界第３位の愛買吉安は、オ

ランダのカジノと遠東グループが設立し、２０１０

年売上高は１８３．５０億元、その業界シェアは１２％

である。台湾の量販店業界は、上位３社による

市場占有率が極めて高く（売上高でみた市場占

有率７７％、店舗数でみた市場占有率８５％）、コ

ンビニエンス・ストア業界と同様に過度な寡占

体制を形成している。

�．日系百貨店の参入戦略４）

台湾の百貨店業界が大きな転機を迎えたの

は、外資開放が実施された１９８６年以降である。

この時期は、台湾の高度経済成長期にあたり、

急拡大した台湾消費者の購買力に対して、内外

から大きな注目が集まっていた。１９９０年代前半

は、日系百貨店の台湾進出ラッシュとなった。

プラザ合意により対ドル比率において日本円が

台湾元よりも高くなったことが、日系百貨店の

台湾への直接投資の追い風となった５）。新光三

越、大立伊勢丹（現在は撤退）、大葉高島屋、

漢神百貨などの日系百貨店は、いずれも９０年代

前半に現地（台湾）資本との合弁会社設立とい

う形態で台湾市場への参入を果たしている。

台湾で最大の売上高と店舗数を誇る新光三越

は、１９８９年に合弁企業として誕生した。当時売

上不振に苦しんでいた地場系の新光百貨店が日

本の三越百貨店へ技術指導を要請したことを契

機としている。出資比率は、日本側の三越が

４９％、台湾側の新光グループが５１％であった。

台湾１号店（台北南京西路店）は１９９１年１０月に

開店した。旧新光百貨店の店舗を取り壊した跡

地に新たに建て直された建物である。

台湾百貨店２位の太平洋 SOGOは、１９８６年

に台湾へ進出し、翌年１１月に１号店の台北忠孝

館をオープンしている。外資系百貨店としては

香港系の先施百貨（１９８６年）に次いで台湾では

２番目の出店であった。進出時の出資比率は日

本側のそごうが４９％、台湾側の太平洋建設が

５１％であった６）。

漢神百貨は、１９８９年に設立し、１９９５年５月に

１号店を台湾南部の中心都市である高雄市に

オープンしている。出資比率は、日本側の阪神

百貨店の５％に対して、漢陽建設などの台湾側

が９５％であった。

大葉高島屋は、１９９２年３月に現地法人を立ち

上げ、１９９４年７月にソフトオープン、同年１１月

にグランドオープンしている。太平洋 SOGO

と新光三越が台北市中心部に立地したのとは対

照的に、大葉高島屋は台北市郊外で高所得層の

多い住宅地（天母地区）への出店であった７）。

出資比率は、日本側が高島屋３３．３％、台湾側が

統一超商１６．７％および羽田機械５０％であった８）。

�．日系百貨店の適応化戦略

１．台湾的経営

台湾の日系百貨店の日本人幹部は、日本人と

台湾人の企業経営に対する考え方の決定的な違

いを指摘している。具体的には、短期的経営志

向、地縁・血縁などの縁故関係重視、多角化経

営である９）。

台湾ビジネスの特徴は短期決戦型である。日

系百貨店の所有者である台湾人オーナーは短期

的視点に基づいた百貨店経営を要求する。効率

主義が徹底し、百貨店の利益に貢献しないテナ

ントは即座に入れ替えられる。その必然とし

て、台湾ではブランドが育ちにくい。長期的視
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点に基づいて地道にブランドを育てていくとい

う日本のような土壌は台湾には存在しないと

いってよい。

縁故関係重視は、台湾に限らず中国本土にお

いてもよく指摘される特質である。中華圏にお

いては、企業内人事だけでなく、取引相手選択

においても縁故関係が大きな影響力をもってい

る。こうした人間関係重視の経営スタイルは、

聞き取り調査した各社に共通した認識であっ

た。日系百貨店だけでなく、欧米系ハイパーマー

ケットなどが、自国から直接参入するのでな

く、台湾を経由して中国本土に参入しようとす

るのは、こうした中華圏の特質を考慮した戦略

である。台湾市場が中国市場への本格的進出の

ためのいわば実験の場となっている。

最後の多角化経営についていえば、台湾人経

営者にとって、百貨店経営はステイタスの象徴

になっているようである。日系百貨店の台湾側

パートナーが、必ずしも地場百貨店ではなく、

建設業者（漢神百貨）、機械メーカー（大葉高

島屋）、保険会社（新光三越）など異業種企業

が多いのは、こうした台湾人気質も一因になっ

ているのかもしれない１０）。

２．現地適応化

台湾の日系百貨店は、標的とする顧客層を日

本よりも相対的に幅広く捉えている。高級志向

を意識した日本の都市型百貨店に対して、台湾

の都市型百貨店では中間層に対応した価格帯の

商品を意図的に多く取り揃えているのである。

台湾では日本のような GMS業態が成熟してい

ないことが背景にあると思われる。

台湾の百貨店は、直接メーカーから商品を仕

入れるのではなく、代理商あるいはバイヤーと

呼ばれる中間業者を通して商品を仕入れるとい

う商慣習が定着している。代理商は、特定ブラ

ンドを独占的に取り扱っている。したがって、

台湾の百貨店がある特定のブランドを品揃え

（テナント）に加える場合には、それを独占し

ている代理商との取引関係を強制される。代理

商を経由する商慣習は類似したブランド構成と

いう台湾百貨店の同質化を必然的に生み出すこ

とになる。

台湾の百貨店は、日本の百貨店と比べて売場

におけるテナント比率が高い１１）。台湾における

テナントに関する契約の特徴は以下の通りであ

る。第１は、テナントとの契約期間は基本的に

１年であり、売上が芳しくない場合は１年限り

で契約解除となる。第２は、テナント料は、定

額制（家賃形式）ではなく、毎月の売上高から

一定の割合を徴収する売上歩合制である。その

比率は、百貨店と代理商との交渉によって決定

されるが、おおよそ売上高の２０～３０％の範囲で

ある。ブランド力の高いテナントほど比率が低

く設定されている。第３は、テナントの仕入れ

は、「売上仕入れ」方式であり、百貨店側は売

れ残りリスクを一切負担しない。ただし、百貨

店に併設されたスーパーでは、百貨店側がリス

クを負担する「買取仕入れ」方式を採っている

ことが多い。

台湾の日系百貨店は価格戦略の面でも現地適

応化を余儀なくされている。台湾の地場百貨店

では、バーゲンセール期間以外にも景品の提供

や値引き販売などディスカウント販売が常態化

しており、日系百貨店もこれに対抗せざるを得

ない。百貨店経営の責任者である日本人スタッ

フは、テナントに対して安易な値下げ販売を止

めるように指導しているものの、日本の百貨店

のような正札販売はなかなか定着しないのが実

態である１２）。
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�．日系百貨店の標準化戦略

１．標準化戦略

標準化－適応化問題は、国際マーケティング

研究における古典的命題である。その争点は、

多国籍企業の世界戦略において、マーケティン

グ戦略を標準化して統一的に市場参入するのか

（標準化戦略）、あるいは各国市場の特性に適

応させるのか（適応化戦略）という点にある。

この論争は製造業を対象としていた。

製造業と小売業とでは戦略対象とする市場空

間に大きな隔たりがある。製造業はいわば全地

球的な市場を対象とするのに対して、小売業（小

売店舗）では空間的に限定された市場（商圏）

を対象とする。小売業は特定空間に固有の環境

要因から宿命的に大きな影響を受ける。言い換

えると、商圏環境を無視することはできない。

したがって、小売業の標準化－適応化問題に関

しては、適応化は避けて通れないキーワードで

あると考えられてきた。事実、小売業（とくに

総合型小売業１３））の国際化戦略に言及した初期

の論説では、ほぼ例外なく適応化戦略の重要性

が指摘されている。

海外市場へ進出した小売企業は、母国市場で

構築した商品供給システムや物流システムを活

用することはできない。現地市場においてそれ

らをゼロの状態から構築しなければならない。

ましてや商品の品揃えにいたっては、現地市場

の消費者の要求に適合させなければならないだ

ろう。こう考えると確かに、小売企業にとって

標準化戦略は無縁の概念であるように思われ

る。

しかしそうは考えない。小売企業の国際化過

程の中に基本業態コンセプトが貫かれているか

ぎり、適応化戦略ではなく標準化戦略として捉

えるべきである１４）。台湾市場へ進出した日系百

貨店は、台湾式の百貨店経営手法を全面的に採

用しているわけではない。百貨店経営の基幹部

分（業態コンセプト）については日本型百貨店

の経営手法を徹底させているのである。

２．日本型百貨店の移転

既述のように、日系百貨店は台湾市場におい

て高い市場占有率を誇っている。その一方で、

台湾の地場百貨店は苦戦を余儀なくされ、やむ

なく廃業に追い込まれた店舗も多い。日系百貨

店と地場百貨店とのこうした格差の源泉はどこ

にあるのだろうか。それは、台湾市場で日本型

百貨店の業態コンセプトを貫いている点にあ

る。一言でいえば、標準化戦略である。

日本型百貨店の業態コンセプトを移転する主

体は、現地に派遣されている日本人幹部であ

る。台湾の日系百貨店は、日本本社から派遣さ

れた多くの日本人が要職（総経理、副総経理、

経理など）に就いている。日本人スタッフの役

割は、商品の展示方法、販売手法、店舗設計、

サービスなど、百貨店経営の基本的な経営ノウ

ハウを日本から忠実に移転することである。台

湾の日系百貨店５社への聞き取り調査で共通し

ていたのは、「百貨店経営の根幹部分で現地化

した点はない」ということであった。

日本型百貨店の経営ノウハウ（業態コンセプ

ト）をそのまま台湾市場へ移転したことが、台

湾市場で成功したもっとも大きな要因である。

ある日系百貨店の幹部は、それを具体的に、「見

せ方」、「売り方」、「サービス水準」と表現して

いる。百貨店経営の基幹部分に関しては、標準

化戦略を貫いており、このことがまさに、台湾

の地場百貨店との差別化を生み出し、日系百貨

店の優位性として機能したと考えられる。
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